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中国地方の地震と最近の建築耐震設計

H23.04.09H23.04.09

総合理工学部

材料プロセス工学科

丸田 誠

建物の全壊率と震度の関係
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中央防災会議「東南海、南海地震等に関する
専門調査会」（第１４回）資料に加筆 計測震度

全壊率

非木造建物の全壊率

５強 ６弱 ６強 ７

1995年～現在(2011/3)までの16年間

最大震度６弱以上の地震（本震のみ）

( 1)1995.01.17 平成７年兵庫県南部地震(M7.3、震度７）

( 2)1997.05.13 鹿児島県薩摩地方を震源とする地震(M6.4、６弱）

( 3)1998.09.03 岩手県内陸北部を震源とする地震(M6.2、６弱)

( 4)2000.07.01 新島・神津島近海を震源とする地震(M6.5、６弱)

( 5)2000.10.06 平成12年鳥取県西部地震(M7.3、６強)

( 6)2001.03.24 平成13年芸予地震(M6.7、６弱)

( 7)2003.05.26 宮城県沖を震源とする地震(M7.1、.0６弱)

( 8)2003.07.26   宮城県北部を震源とする地震(M6.4、６強)

( 9)2003.09.26 平成15年十勝沖地震(M8.0、６弱)

(10)2004.10.23 平成16年新潟県中越地震(M6.8、７)

(11)2005.03.20  福岡県西方沖地震(M7.0、６弱)

(12)2005.08.16 宮城県沖を震源とする地震(M7.2、６弱)

(13)2007.03.25          平成19年能登半島地震(M6.9、6強)

(14)2007.07.16 平成19年新潟県中越沖地震(M6.8、6強)

(15)2008.06.14 平成20年岩手・宮城内陸地震

(16) 2008.07.24 岩手沿岸

(17）2009.08.11 駿河湾地震

(18) 2011.03.11 東北地方太平洋沖地震（M9，7）

1982年～1994年の13年間

旧震度６以上の地震（本震のみ）

(1) 1993 01 15 平成５年釧路沖地震(M7 8 震度６)(1) 1993.01.15 平成５年釧路沖地震(M7.8、震度６)

(2) 1994.10.04 平成６年北海道東方沖地震(M8.1、震度６)

(3) 1994.12.28 平成６年三陸はるか沖地震(M7.5、震度６)

最大震度６弱(旧震度６)以上の地震（本震）発生回数

1982年～1994年 ３回

1995年～ 現在 １8回

近年の多発する大地震
（活断層地震）

迫りくる巨大地震
（海溝型地震）

建築業協会資料より

中国地方の地震
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東南海地震(1944 M7.9)

濃尾地震(1891 M8.0)

福井地震(1948 M7.1)

北丹後地震(1927 M7.3)

鳥取地震(1943 M7.2)

芸予地震(1905 M7¼)

姉川地震(1909 M6.8)

活動期
1891～1961年（71年間）

静穏期
1962～1994年（33年間）

南海地震(1946 M8.0)

鳥取県西部地震(2000 M7.3)

活動期?
1995～現在（13年間）

福岡県西方沖地震

能登半島地震(2007 M6.9)

兵庫県南部地震(1995 M7.3)

芸予地震(2001 M6.7)

紀伊半島沖地震(2004 M7.1)

福岡県西方沖地震
(2005 M7.0)

マントル対流とプレートの運動・衝突

小野徹郎編著：地震と建築防災工学、理工図書

8cm/year

日本列島周辺のプレートテクトニックス

3～7 cm/year

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/eqchrfrm.htm
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死者 負傷 全壊 半壊

1710/10/03 伯耆・美作 6.5 75 ー 1,092 ー

1711/03/19 伯耆 6 1/4 4 ー 380 ー

1854/12/24 安政南海地震 8 2/5 0 0 10 ー

1943/03/04 6.2

1943/03/05 6.2

1943/09/10 鳥取地震 7.2 1,082 3,259 7,485 ー

1946/12/21 南海地震 8 2 3 16 ー

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 0 141 389 2,470

2001/03/24 芸予地震 6.7 0 0 0 0

　　∑ 1,163 9,440

鳥取県
被害

鳥取沖 0 軽11 68 ー

発生年月日 地域（名称） M中国地方各県別

被害を及ぼした主な地震

死者 負傷 全壊 半壊

 880/11/23 出雲 7 ー ー

1676/07/12 石見 6.5 7 35 133 ー

1854/12/24 安政南海地震 8.4 0 0 150 ー

1859/01/05 石見 6.2 ー ー 56 ー

1859/10/04 石見 6～6.5 ー ー 数戸 ー

1872/03/14 浜田地震 7.1 551 582 4.506 ー

1946/12/21 南海地震 8 9 16 71 ー

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 0 11 34 567

2001/03/24 芸予地震 6.7 0 3 0 0

　　∑ 567 4950

神社・仏閣・家屋転倒

発生年月日 地域（名称） M
被害

島根県

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/t8-1.htm

のデータより作表

伯耆：ほうき

美作：みまさか

死者 負傷 全壊 半壊

1707/11/21 防長 5.5 3 15 289 ー

1793/01/13 長門・周防 6 ー ー ー 損壊多数

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 0 1 0 一部損壊1

2001/03/24 芸予地震 6.7 0 12 7 26

　　∑ 3 296

山口県

発生年月日 地域（名称） M
被害

岡山県

死者 負傷 全壊 半壊

　868/08/03 播磨・山城 ≧7

1707/10/28 宝永地震 8.4

1710/10/03 伯耆・美作 6.5 2 ー 200余

1854/12/24 安政南海地震 8.4

1946/12/21 南海地震 8 51 187 478 ー

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 0 18 7 31

2001/03/24 芸予地震 6.7 0 1 0 0

　　∑ 53 685

大地震の際に津波があった。

被害

播磨諸郡の官舎・諸定額寺の堂塔ことごと
く頽れ倒れた。

大地震と大風浪あり、住家全壊あり。死者
多数

岡 県

発生年月日 地域（名称） M

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/t8-1.htm

のデータより作表

死者 負傷 全壊 半壊

1649/03/17 安芸・伊予 7

1686/01/04 安芸・伊予 7～7.4 2 ー

1707/10/28 （宝永地震） 8.4

1854/12/24 (安政南海地震) 8.4

1857/10/12 伊予・安芸 71/4

広島県

発生年月日 地域（名称） M
被害

(今治で城内破損、郷町で死者１、家屋転倒3。宇
和島 松山 広島などで被害 郡中で死者4 )

(東海地震の32時間後に発生。二つの地震の
被害や、津波被害と区別困難)

広島では家屋全壊あり

家屋損壊あり

(死者20,000,家屋全壊60,000、同流失
20,000：広島県の内訳不明）

1857/10/12 伊予 安芸 71/4

1872/03/14 浜田地震 7.1 0 3 20 ー

1905/06/02 芸予地震 71/4 11 160 56 ー

1946/12/21 南海地震 8 0 3 19 ー

1949/07/12 安芸灘 6.2 2 ー ー ー

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 0 0 0 一部損壊6

2001/03/24 芸予地震 6.7 1 194 60 497

　　∑ 16 95

和島・松山・広島などで被害。郡中で死者4。)

注）県内の被害が特定できない場合は(  )内に全体の被害を記述

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/t8-1.htm

のデータより作表
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鳥取地震(1943,M7.2)

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/eqchrfrm.htm

震度分布

町村別家屋全壊率

2000年鳥取県西部地震(2000,M7.3)

http://wwweic.eri.u-tokyo.ac.jp/topics/tottori/index-j.html

震度分布

余震活動
(2000/10/06-10/08)
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2001年芸予地震(M6.7)

http://www.adep.or.jp/shindo/index.akinada.html

震度分布

(1996年～2007年.11月)に発生した被害地震

発生 震央or地震名 M  / 震度 人的被害 建物被害

1997 山口県北部 M6.6/５強 負２ 全壊１、半壊２

1999 広島県南東部 M4.5/４ 負1 なし

2000 鳥取県西部地震 M7.3/６強 負182 全壊435、半壊3101

2001 芸予地震 M6.7/６弱 死2 負774 全壊70、半壊774

2002 伊予灘 M4.7/4                負1               なし

<30年発生確率＞
・高い確率

今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率
（基準日：2006年１月１日)

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/eqchrfrm.htm

地震調査研究推進部：「地震を概観した地震動予測地図」のデータより作成

高い確率
交通事故で負傷(24%)
ガンで死亡(6.8%)
心疾患で死亡(3.4%)
脳血管疾患で死亡(3.1%)
・やや高い確率
火災で罹災(0.5%)
台風で罹災(0.48%)
火災で死傷(0.24%)
交通事故で死亡(0.20%)
・低い確率
台風死傷(0.007%)
飛行機事故で死亡(0.002%)

山口市

岡山市

広島市

南海トラフの地震(93%)

南海トラフの地震(37%) 安芸灘のプレート内地震(37%)

フィリッピン海プレートのプレート内地震(37%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鳥取市

松江市

今後30年以内に震度６弱以上の揺れをもたらす可能性のある地震の影響度

陸域で発生する特定されていない活断層による地震(80%)

陸域で発生する特定されていない活断層による地震(85%)

地震調査研究推進部：「地震を概観した地震動予測地図」のデータより作成

中国地方の地震・まとめ

1．中国地方における被害地震の発生確率は、他の地域に
比べて低い

2．中国地方での過去最大の被害地震は鳥取地震

3．各県での震度６弱以上の地震発生確率が最も高い地
震震：

鳥取県・島根県：特定されていない断層による内陸直下
型地震

岡山県：南海トラフの海溝型地震

広島県：安芸灘・伊予灘のスラブ内地震

山口県：フィリッピン海プレート内の地震

最近の建築耐震設計
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1923年関東大震災で
の銀座の被害

1948年福井地震での
大和百貨店の崩壊

1964年新潟地震で
のアパートの転倒被害

1968年十勝沖地震での
函館高校の躯体崩壊

1978年宮城県沖地震
でのアパートのピロティ
破壊

1995年兵庫県南部地
震での三宮デパートの
中間階崩壊

H23年度 東北地方太平洋沖地震

日経アーキテクチャより

YOMIURI ONLINE より

• 市街地建築法(1919) 日本最初の建築法規ー構造なし

• 関東地震（1923）

– 米国流鉄筋コンクリート(RC)建物は大被害

– 水平震度0.1（自重の10％の水平力を想定）で設計
したRC建物の被害は軽微 → 耐震構造の出発点

佐野利器（としかた）「家屋耐震構造論（1914）」

– 東京ではRC造709棟中
全壊：15（2.1％)
半壊：20（2.8％）
大破：49（6.9％）
他の構造に比べれば低い被害率

↓

– 「RCは耐震的」

日本興業銀行（1号館
1F廊下の写真）

• 改正市街地建築物法（1924）

– 世界初の耐震規定、水平震度0.1

• 建築学会RC構造計算規準（1933）

• 建築基準法（1950）

– 水平震度0.2 許容応力度も2倍

• 新潟地震（1964）

– 液状化
「上部構造は過剰設計」
の声も

• 十勝沖地震（1968）

– RC短柱のせん断破壊（後出）が多発

– RCの研究者・技術者に衝撃

• 建築基準法改正（1970）、RC規準改定（1972）

– せん断設計の強化

• 建築基準法大改正（“新耐震設計法”、1980）

－一次設計

（中地震：被害を生じさせない、許容応力度設計）と

－ 二次設計（大地震：倒壊させない、保有水平耐力）

• 兵庫県南部地震（1995）

– 新耐震施行後の建物は被害小（ピロティを除く）

• 建築基準法改正（2000）

－性能設計法の導入

限界耐力計算法

エネルギー法
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建物の耐震性とは？

■ 建物の耐震性能とは、地震のエネルギーを吸収できる

能力のことで、建物の強さと粘りを組み合わせて判断

建物の強さ(耐力) 建物の粘り(変形能)

耐震設計法（主に水平力）

１）新耐震設計法
一次設計：許容応力度設計
二次設計：保有耐力計算

２)限界耐力設計法

３）エネルギー法

４）時刻歴応答解析（動的解析）

保有水平耐力計算の概要

• 大地震により建物が崩壊しないように、安
全性の検討を行う。

• 崩壊メカニズム（抵抗力の増大なし、変形
のみ増大）時の柱や耐震壁が負担している
水平力の合計→保有水平耐力

計算した必要保有水平耐力＜保有水平耐力計算した必要保有水平耐力＜保有水平耐力

• 力として「安全性」を担保する。

→変形はあまり考慮されていない。

全体変形が規定されていないので性能設
計に向かない

限界耐力計算法の概要

• 損傷限界は「建築物の耐用年数中に少なく
ても１度は遭遇する程度（中程度）の荷重
・外力（外乱）の作用後も建築物の安全性
や使用性および耐久性が低下しない限界」
であり、文字通り、地震後も損傷せず無修
復で済む限界である。復で済む限界である。

• 安全限界は「建築物の耐用年数中に極めて
稀に発生する程度（大規模）の荷重・外力
（外乱）に対して、建築物内外の人命に直
接及ぼす危険が回避される限界」であり、
倒壊しない限界である。つまり鉛直荷重支
持能力が保持されることを保障する限界点

Relative Story Disp

S
he

ar
 F

or
ce

Disp.

S
he

ar
 F

or
ce

 多層建物の非線形増分解析

 等価１質点系の荷重－変形関係 Sa-Sd関係

限界耐力計算の計算手順
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ａ

 加速度応答スペクトル(Sa)，
 変位応答スペクトル(Sd)の算定

Sa-Sd関係

 応答値の評価

 等価１質点荷重－変形関係

応答値

等価１質点系
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応答スペクトル

地震応答スペクトルの例

加速度 変 位

5秒

エルセントロ
1940 NS

5秒 5秒

速 度

5秒

工学的基盤と加速度応答スペクトル

周期（S)

表層地盤（土）の増幅

表層地盤の増幅率を考え、表層のスペクトルを決める

簡易法：建物周期と地盤種別（二種、三種）で規定

清算法：・多層地盤を等価2層地盤に置換清算法：・多層地盤を等価2層地盤に置換
・弾性の1次元波動方程式で基本関係
・非線形は波動インピーダンス比で考慮

周期から変位(Sd)へ

Ts=2π√（MΔS/Qｄ)

横軸は変位へ

限界耐力計算による応答値の推定

地盤を考慮した必要スペクトル

建物の荷重－変形
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「超高層建物」とは
• 一般通念

– 100m以上？

• 住宅：30階、事務所：25階程度

• 建築基準法

– 高さ60mを超える建物高さ60mを超える建物

• 住宅：20階弱、事務所：15階程度

構造計算の方法 手続き

一般建物 静的設計 建築主事の認可

超高層建物 地震応答解析

指定認定機関で評価

＋

国土交通大臣の許可

「超高層建物」の定義

• 高さ60mを超える

– 基準法施行令36条
で定義

– 時刻歴地震応答解析
で安全性を検証（後

層せん断力

層間変位

述）

– 指定認定機関（日本
建築センター、日本
建築総合試験所、日
本ERIなど）で評価
を受ける→国土交通
大臣の認可が必要

層間変位

超高層建物の構造的特長

 長周期（ゆっくり揺れる）・・・ 地震の卓越周期をかわす

大きな変形
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CB=0.166/T1

CB=0.18/T1

限界耐力計算（第２種地盤）

平成15年(2003年)十勝沖地震

2003年９月26日04時50分

マグニチュード8 0

堆積平野の長周期地震動増幅特性

http://www5.hokkaido-np.co.jp/syakai/eathquake/

マグニチュード8.0

震源深約40km

最大震度６弱

長周期地震動の波形(速度)

(参考：直下型地震)

1995兵庫県南部地震神戸海洋気象台（NS)

計測震度 6.4（6強）40 秒

長周期地震動

120 秒

（参考）告示波
工学的基盤 計測震度

5.4（5強）
→地表では6弱～6強

2003十勝沖地震苫小牧港湾（EW) 計測震度 4.5（5弱）

180 秒

長周期地震動

JMA NS
（1995 兵庫県南部地震）

PARI EW（2003十勝沖地震）

神戸海洋気象台 NS

（1995 兵庫県南部地震 ）

告示波（乱数位相）

苫小牧港空技研 EW

（2003 十勝沖地震 ）

300
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擬似速度応答スペクトルpSvの比較

告示波（乱数位
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0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0
0

周期 (s.)

P


